
都市計画マスタープラン及び
立地適正化計画について

資料１

第１回播磨町都市計画マスタープラン及び

立地適正化計画検討委員会



本日の会議の目的

都市計画マスタープラン改定及び立地適正化計画策定

の検討開始にあたり、その前提となる両計画に係る制

度や計画策定の意義等を確認し、播磨町の現況、住民

意識・意向を共有します。さらに、それらを踏まえた播

磨町の持続可能性の確保に向けた課題についてご議

論頂きます。
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○立地適正化計画とは

〇都市計画マスタープラン・立地適正化計画

の役割分担

○播磨町で立地適正化計画を策定する意義

○立地適正化計画策定により期待される効果

○計画の期間、対象区域

○検討体制

○検討スケジュール
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【計画の位置づけ】

都市計画マスタープランとは

調整
整合

個別の都市計画

播磨町都市計画マスタープラン
（都市計画法 第18条の２）

地域地区
市街地
開発事業

都市施設 地区計画等

分野別計画
・環境基本計画
・国土強靭化地域計画
・公共施設等総合管理計画 等

即する

即する

兵庫県
東播磨地域都市計画区域マスタープラン

（都市計画法 第６条の２）

播磨町総合計画
（基本構想・基本計画）

即する

・都市計画法第１８条の２に規定される「市町村の都市計画に関する基本的
な方針」のこと

・播磨町総合計画に基づき、都市計画区域における具体的な都市づくりの
方針を定める計画

・播磨町では、平成10年３月に策定、平成24年３月と令和４年３月に改定

・今回の改定は、立地適正化計画の策定にあわせた中間見直し（部分改定）
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都市計画マスタープランの概要①

（１）持続可能な都市づくり

（２）都市のにぎわいと活
力の創出

（３）良好な住環境の形成

（４）都市基盤・交通ネット
ワークの整備、維持・
管理

（５）自然資源と歴史的文
化的資源の保全・活
用

（６）人々の価値観の多様
化やライフスタイルの
変化への対応

（７）まちの安全・安心の確
保

（８）住民、事業者、行政に
よる協働のまちづく
りの推進

都市づくりの課題

将来像

いいとこいっぱい！

笑顔いっぱい！

みんなでつくる

ふるさと はりま

将来像のイメージ

〇日々の暮らしを快適で
便利に過ごすことが
できるまち

〇いつでも安心して暮ら
せるまち

〇心安らぐふるさととし
て、いつまでも愛し、
誇りに思えるまち

播磨町の目指す将来像 都市づくりの目標

未来につながる
持続可能なまちづくり
みんなでめざす
住みよい はりま

都市づくりの基本方針

（１）持続可能な都市づくり

（２）まちの活力を高める都
市づくり

（３）豊かな自然や歴史・文
化資源と調和した魅力
的な都市づくり

（４）まち全体の安全性を高
める都市づくり

（５）ストック活用を重視した
都市づくり

（６）住民と事業者・行政の
協働による都市づくり
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都市計画マスタープランの概要②

将来都市構造 都市づくりの方針

１ 土地利用に関する方針

２ 都市交通に関する方針

３ 都市環境及び自然的環境に関する方針

４ 市街地整備に関する方針

５ 都市防災に関する方針

６ 景観形成に関する方針

地域づくりの方針

１ 地域区分の考え方

２ 北部地域

３ 中部地域

４ 南部地域

計画の実現化方策

１ 住民・事業者・行政の協働によるまちづ
くりの推進

２ 効率的な都市計画行政の推進

３ 都市計画マスタープランの進行管理
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立地適正化計画とは

・急激な人口減少・少子高齢化の進行に伴い、都市全体の利便性の低下や居
住環境の悪化など、住民の暮らしへの影響が懸念されている。

・公共施設・都市インフラの老朽化や大規模災害への備えなど、まちづくり
に求められる課題は多様化が進みつつある。

・多様化する課題に対応するため、「コンパクト・プラス・ネットワーク※」の考
え方でまちづくりを進めていくことが重要との認識が高まり、平成２６年に
都市再生特別措置法が改正され立地適正化計画制度が創設された。

制度創設の背景

※コンパクト・プラス・ネットワーク
地方都市において、住宅や商業施
設、医療・福祉施設などの生活施
設をコンパクトに集約し、地域公
共交通と連携してまちづくりを進
めるという概念
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立地適正化計画とは

・立地適正化計画は、市町村が都市全体の観点から策定する居住機能や都市機能の立
地、公共交通の充実、防災に関する包括的なマスタープランである。

・「多極ネットワーク型コンパクトシティ※」の考え方を推進するとともに、行政・住民・民
間事業者が一体となってまちづくりに取り組み、持続可能な地域社会を形成していく
ための土台となる計画として位置づけられる。

立地適正化計画とは

出典：鉄道沿線まちづくりガイドライン 「コンパクト＋ネットワーク」のイメージ（国交省）

※多極ネットワーク型コンパクトシティ
コンパクトシティの型の一つで、複数の
拠点化された地域を交通でつなぐまち
づくり
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【計画の位置づけ】

立地適正化計画の位置づけ

＜都市計画法＞

・地域地区

・都市施設

・市街地開発事業

・地区計画 等

＜都市再生特別措置法＞

・居住誘導区域

・都市機能誘導区域

・誘導施設

・防災指針 等

地域公共交通計画

国土強靭化計画

環境基本計画

公共施設等総合管理計画

空家等対策計画

地域防災計画

地域福祉計画 等

関連計画 個別の都市計画

播磨町都市計画マスタープラン
（都市計画法 第18条の２）

即する

兵庫県
東播磨地域都市計画区域マスタープラン

（都市計画法 第６条の２）

播磨町総合計画
（基本構想・基本計画）

即する

播磨町立地適正化計画
（都市再生特別措置法 第81条）

即する調整・整合
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立地適正化計画の全体構成案

１ はじめに
（１）策定の目的

（２）計画の位置づけ

（３）対象区域

（４）計画期間

２ 都市の現状と課題分析
（１）都市の現状と見通し

（２）住民意識・意向

（３）上位・関連計画における方向性

（４）課題分析

３ 立地適正化計画に関する基本的な
方針
（１）まちづくりの方針

（２）目指すべき都市構造

（３）都市機能誘導及び居住誘導の方針

４ 誘導区域と誘導施設
（１）都市機能誘導区域と誘導施設

（２）居住誘導区域

５ 誘導施策
（１）都市機能誘導施策

（２）居住誘導施策

６ 防災指針
（１）災害のリスク分析と課題

（２）防災まちづくりの将来像と取組方針

７ 評価指標と目標数値
（１）評価指標の考え方

（２）評価指標と目標値の設定

（３）計画の進行管理
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策定のポイント①居住誘導区域とは

・居住誘導区域は、人口減少の中にあっても一定エリアにおいて人口密度を維持す
ることにより、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘
導すべき区域である。

出典：都市計画運用指針における立地適正化計画に係る概要（国交省）
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策定のポイント②都市機能誘導区域とは

・都市機能誘導区域は、医療・福祉・商業等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠
点に誘導し集約することにより、これらの各種サービスの効率的な提供を図る区
域である。

・集約を図ろうとする誘導施設とセットで設定する。

出典：都市計画運用指針における立地適正化計画に係る概要（国交省） 12



策定のポイント③防災指針とは

・令和２年の制度改正により防災指針を盛り込むこととし、居住誘導区域において防
災リスクの分析により課題を抽出し、防災まちづくりの将来像や方針を検討した上
で、具体の防災・減災対策を位置づけることとなった。

・作成にあたっては防災関連計画（地域防災計画、国土強靭化計画等）と十分な連携・
整合を図る必要がある。

災害リスクに対する具体的な取組の記載例

出典：立地適正化計画の手引き【基本編】 （国交省）
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策定のポイント③評価指標と目標数値とは

・立地適正化計画を客観的かつ定量的な分析、評価のもとでPDCAサイクルが適
切に機能する計画とするため、目標及び目標達成により期待される効果を定量化
することが重要。

・定量的な目標値は、コンパクトシティの施策効果を分かりやすく示す観点から、居
住誘導区域や都市機能からの徒歩圏内の人口密度、公共交通の利用、行政コスト
等に関する指標を設定することが有効。

出典：立地適正化計画の手引き【基本編】 （国交省）

■定量的な目標値等の設定例
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都市計画マスタープランと立地適正化計画の役割分担

15

都市計画マスタープラン 立地適正化計画

役割
〇播磨町がどのようなまちを目指
すのかを示す。

〇播磨町がどのようにして持続可
能なまちの実現を目指すのかを
示す。

対象範囲
○都市計画区域
（播磨町の場合は町全域）

○主に市街化区域

定める内容

〇町総合計画と県都市計画区域マ
スタープランに即しながら、都市
計画の基本的な方針・方向性（＝
播磨町が将来どのような都市を
目指すのか）を定めるもの。

〇将来推計人口で示される人口減
少・少子高齢化が現実のものと
なっても、持続可能なまち目指し、
都市機能誘導区域、居住誘導区
域、防災指針等を定めるもの。

備考

〇将来のまちづくりに必要と考え
られる事業（土山駅北周辺地区
など）については、方向性も含め
て位置付ける必要がある。

〇今後町が事業を展開する上で、
国の補助金を活用（かさ上げ）で
きるなど、財政面において重要
なツールとなる。



播磨町で立地適正化計画を策定する意義

【播磨町の概要】

・兵庫県南部の中央に位置し、明石市、加古川市に隣接する面積9.13㎢の

コンパクトな町

・高度成長期以降、関西圏のベッドタウンであると同時に海岸沿いと人工島

の工場を中心とする産業都市として発展

・２つの鉄道駅があり交通利便性も高く、概ね暮らしやすい環境のもと、ほぼ

全町域にわたり比較的高い人口密度の市街地を形成

前提
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播磨町で立地適正化計画を策定する意義

【今後のまちづくりの動向】

・JR土山駅北地区のまちづくり

・市街化調整区域の計画的な土
地利用推進

・旧集落密集市街地の防災対応

・播磨臨海地域道路の整備計画
など国及び県事業への対応

【今後の人口の見通し】

・人口は平成7年以降、3.3万人台で推移

・比較的高い人口密度で市街地が形成・維持されてきた

・今後は人口減少・少子高齢化の進行が予想される

【課題】
・将来的には市街地の低密度化や空き地・空き家の増加、
公共交通や生活利便施設のサービス水準の低下など
様々な行政分野で影響が懸念される

【課題】
・今後、各事業等に対応、取り
組んでいくため、町のまちづ
くりの実行力向上が必要

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27 R32

人口（人） 人口の見通し 今後30年で約6千人
減少見込み
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播磨町で立地適正化計画を策定する意義

上記課題に対応しつつ、持続可能な播磨町を実現するための計画策定

・コンパクトな町域を基本に、メリハリのある居住誘導と都市機能誘導
を図り、豊かで活力に満ちた暮らしやすいまちを目指す。

・播磨町が直面する、あるいは将来直面するであろう課題に向き合いつ
つ、持続可能な都市経営を都市づくりの観点から実現するための方針
や施策等を盛り込んだ立地適正化計画を策定する。

・一定の人口確保に向けた、安全・安心で利便性の高い市街地形成、公
共交通の維持・充実のほか、予定されている各種事業に取り組むため
の財源確保などの観点も踏まえて計画策定に取り組む。

立地適正化計画を策定する意義
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立地適正化計画策定により期待される効果

・効率的なインフラ整備と維持管理

・各種事業における支援・特例措置の活用

・地域経済の活性化とそれに伴う税収確保

・災害に強い都市構造の実現 など

行政からみると

による持続可能な都市経営
の実現

※上記効果は一般論であり、実際の効果は計画の中身によって異なります。

一定の人口密度を確保
することで行政サービ
スの効率化が図られる

出典：国交省

国土の長期展望とりまとめ
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立地適正化計画策定により期待される効果

住民からみると

・利便性の高い都市拠点の形成

・商業、医療、福祉などの生活利便施設の維持・充実

・公共交通による移動手段の確保

・安心・安全な生活環境の形成

・地域コミュニティの維持、活性化

による安全・安心
で利便性の高い
暮らしの実現

※上記効果は一般論であり、実際の効果は計画の中身によって異なります。

都市機能の持続的な維持に必要な周辺人口

一定の人口を確保
することで生活利便
施設の維持が図ら
れる

出典：国交省都市局

第２回都市再構築戦略
検討委員会
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立地適正化計画策定による支援措置

立地適正化計画に係る予算・金融上の支援措置（令和６年度）

〇都市機能誘導区域内で活用可能又は嵩上げ等のある支援措置（抜粋）

(予算措置)

・都市構造再編集中支援事業

・市街地再開発事業

・住宅市街地総合整備事業

・バリアフリー環境整備促進事業

・スマートウェルネス住宅等推進事業

・官民連携まちなか再生推進事業 等

（金融措置）

・まち再生出資

・共同型都市再構築 等

〇居住誘導区域内で活用可能又は嵩上げ等のある支援措置（抜粋）

(予算措置)

・都市構造再編集中支援事業

・公営住宅整備事業

・市民農園等整備事業

・住宅市街地総合整備事業

・集約都市形成支援事業 等 21



都市計画施設の改修事業にかかる都市計画税の充当

都市計画税とは

総合的な街づくりを目的として行う都市計画事業などに要する費用の一
部を負担していただくために設けられた目的税で、市街化区域内の土地、
家屋を所有している人に、固定資産税とあわせて納めていただく税。

立地適正化計画に基づく都市計画事業の認可みなし制度の創設

【改正前】

都市計画事業認可を受
けなければ、都市計画
税の充当ができない。

【改正後】

市町村が立地適正化計画に都市インフラ
の改修事業を記載し、都道府県知事の同意
等を得ることで、通常の都市計画事業と同
様に、都市計画税を充当して改修事業を進
めることが可能に。

令和２年に「都市再生特別措置法」が改正。老朽化した都市インフラの計画
的な改修を進める都市計画施設の改修事業について、立地適正化計画に
基づく都市計画事業の認可みなし制度が創設。
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計画の期間、対象区域

計画の期間

・計画策定予定の令和8年から20年後の令和28年を目標年次に設定。

・おおむね5年ごとに社会の変化や上位計画との整合を踏まえ、必要に応
じて適切に見直しを行う。

対象区域

・立地適正化計画は、都市計画区域全体を対象区域とすることを基本とし
ている。

・本町では町全域が都市計画区域であることから、対象区域も町全域とす
る。
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検討体制

情報共有、

意見・助言

町長 都市計画審議会
諮問・答申

指示・報告

検討委員会庁内調整会議 支援

連携 支援

事務局（都市計画課）

支援、提案

関係機関
（国、県等）

住民意向把握
（アンケート・パ

ブコメ） 調整

コンサルタント

意見

反映

庁内調整会議
関係各課の課長級職員で構成。都市計画マスタープラン改
定及び立地適正化計画策定に係る庁内の総合調整を図る場
として設置。

検討委員会
学識経験者、町議会議員、町職員及び関係行政機関の職員、
各種団体代表等から構成。計画内容等に関し専門的見地か
ら意見や助言をいただく場として設置。

検討体制図

庁内調整会議及び検討委員会の役割
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事前

作業項目
令和６年度 令和７年度

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

立
地
適
正
化
計
画
（
Ｒ
６
年
度
）

(１)基礎調査・都市構造分析

(２)住民意向の収集

(３)課題整理

(４)まちづくりの方針、都市構造、
誘導方針の検討

(５)居住誘導区域・都市機能誘導区
域の検討

(６)誘導施策の検討

(７)防災指針の検討

(８)各種会議等
運営支援

調整会議 〇 〇 〇

検討委員会 ◇ 〇 〇

立
地
適
正
化
計
画
（
Ｒ
７
年
度
）

(１)居住誘導区域・都市機能誘導区
域の検討

(２)誘導施策の検討

(３)防災指針の検討

(４)目標値及び評価方法の検討

(５)計画とりまとめ

(６)パブリックコメント対応

(７)各種会議等
運営支援

調整会議 〇 〇 〇 〇 ○議決

検討委員会 〇 〇 〇

(８)「届出の手引き」の作成

都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
（
Ｒ
７
年
度
）

(１)基礎調査

(２)現行計画進捗確認

(３)課題整理

(４)将来像、基本方針、都市構造の
検討

(５)分野別方針の検討

(６)地域別構想の検討

(７)推進方策、評価手法の検討

(８)計画とりまとめ

(９)パブリックコメント対応

(１０)各種会議等
運営支援

調整会議 〇 〇 〇 ○議決

検討委員会 〇 〇 〇

関係機関協議（国・県） ① ②

都市計画審議会 〇 〇 〇

住民説明会 〇

中
間
案

検討スケジュール

検討スケジュール表
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事前
協議

立適とは
（勉強会）

策定方針、
現況、課題

まちづくり方針、
都市構造、誘導方針

ハザード調査、リスク分析 防災方針の検討

防災方針の検討

誘導区域、
誘導施策

立適の検討状況及び都市マスを
改定することの報告

誘導区域、
誘導施策

パブコメ案

パブコメ案

最終案 印刷

最終案

最終案 印刷

最終案パブコメ案

パブコメ案 諮問答申

全体構想、
地域別構想


